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千葉県社会福祉審議会規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、千葉県組織規程（昭和３２年千葉県規則６８号。以下「規則」と

いう。）第１４８条の規定により、千葉県社会福祉審議会（以下「審議会」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員長） 

第２条 審議会に委員長を置く。 

２ 委員長は、本会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指定する委員がその職務を代理 

する。 

 

（会議） 

第２条の２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求した

ときは、審議会を招集しなければならない。 

２ 臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、規則   

第１４７条第２項及び第３項の規定の適用については、委員とみなす。 

 

（専門分科会の設置及び調査審議事項） 

第３条 審議会に次の表の上欄に掲げる専門分科会（以下「分科会」という。）を置き、

それぞれ同表下欄に掲げる事項を調査審議する。 

民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

身体障害者福祉専門分科会 身体障害者の福祉に関する事項 

老人福祉専門分科会 老人の福祉に関する事項 

低所得階層福祉専門分科会 低所得階層の福祉に関する事項 

児童福祉専門分科会 児童、妊産婦及び知的障害者の福祉に関する 

事項 

２ 審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じその他の分科会

をおくことができる。 

 

（分科会） 

第４条 分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。なお、上記の定め

にかかわらず規則第１４６条第２項の定めによる補欠委員は、前任者が所属していた

分科会に属するものとする。 

２ 分科会に分科会長を置く。 

３ 分科会長は、各分科会に属する委員及び臨時委員が互選する。 

４ 分科会長は、その分科会の事務を掌理する。 
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５ 分科会長に事故があるときは、あらかじめ分科会長の指名するその分科会に属する

委員がその職務を代理する。 

 

（分科会の決議） 

第５条 審議会は、次の各号に掲げる事項に関し諮問を受けたときは、分科会の決議を

もって審議会の決議とする。 

(1) 民生委員の適否の審査に関する事項 

(2) 身体障害者福祉法第１５条第２項の規定による医師の指定 

(3) 上記以外で、第３条に定める各分科会の調査審議に関する事項 

２ 分科会の招集、開議及び議決については、第２条の２及び規則第１４７条の規定を

準用する。 

 

（分科会の報告） 

第６条 分科会長は、分科会に付託された事項及び部会から報告にあった事項について

適宜その審議の経過及び結果を審議会の委員長に報告するものとする。 

 

（部会の設置及び調査審議事項等） 

第７条 分科会に次の表の上欄に掲げる部会を置き、それぞれ同表下欄に掲げる事項を

調査審議する。 

 （身体障害者福祉専門分科会） 

審査部会 身体障害者の障害程度に関する知事の諮問事項の審議に関すること 

（児童福祉専門分科会） 

母子・里親

部会 

母子及び父子並びに寡婦福祉法第７条及び同法施行令第１３条の規定

による知事の諮問事項の審議に関すること 

児童福祉法施行令第２９条の規定による知事の諮問事項の審議に関す

ること 

母子保健法第７条の規定による知事の諮問事項の審議に関すること 
 

施設部会 児童福祉法第１８条の２０の２第２項の規定による知事の諮問事項の 

審議に関すること 

児童福祉法第３５条第６項の規定による知事の諮問事項の審議に関する

こと 

児童福祉法第４６条第４項の規定による知事の諮問事項の審議に関する

こと 

児童福祉法第５９条第５項の規定による知事の諮問事項の審議に関する

こと 

認可外保育施設及び認可外の居宅訪問型保育事業における重大事故の 

再発防止のための事後的な検証に関する知事の諮問事項の審議に関する

こと 
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権利擁護

部会 

児童福祉法第２７条第６項の規定による知事の諮問事項の審議に関する

こと 

児童福祉法第３３条の７の規定に関する知事の諮問事項の審議に関する

こと 
 
 

社 会 的 

養護検討

部会 

児童虐待の防止及び社会的養護に関する知事の諮問事項の審議に関する

こと 

２ 施設部会は、前項の規定による調査審議のほか、児童福祉法第３３条の１５第１項

から第３項までの規定による事項（社会的養護検討部会において所掌するものを除く。）

又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２７

条の６第１項から第３項までの規定による事項（学校教育法第２８条第２項において

準用される幼稚園及び同法第８２条において準用される特別支援学校の幼稚部を含む）

を掌る。 

３ 権利擁護部会は、第１項の規定による調査審議のほか、児童福祉法第１１条第１項

第２号リの規定による調査審議及び意見の具申に関する事項を掌る。 

４ 社会的養護検討部会は、第１項の規定による調査審議のほか、児童福祉法第３３条

の１５第１項から第３項までの規定による事項のうち、児童自立生活援助事業、小

規模住居型児童養育事業若しくは意見表明等支援事業に従事する者、里親若しくは

その同居人、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設若しくは

児童自立支援施設の長、その職員その他の従業者、指定発達支援医療機関の管理者

その他の従業者、一時保護施設を設けている児童相談所の所長、当該一時保護施設

の職員その他の従業者又は同法第３３条第１項若しくは第２項の委託を受けて児童

の一時保護を行う業務に従事する者に係る事項を掌る。 

 

（部会） 

第８条 専門分科会の部会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。なお、

上記の定めにかかわらず規則第１４６条第２項の定めによる補欠委員は、前任者が 

所属していた部会に属するものとする。 

２ 部会に部会長を置く。 

３ 部会長は、各部会に属する委員及び臨時委員が互選する。 

４ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名するその部会に属する委員が

その職務を代理する。 

 

（部会の決議） 

第９条 審議会は、第７条第１項に定める各部会の調査審議事項に関して諮問を受けた
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ときは、部会の決議をもって審議会の決議とする。 

２ 審議会は、第７条第３項に定める調査審議及び意見の具申に関する事項については、

権利擁護部会の決議をもって審議会の決議とする。 

３ 次の各号に掲げる事項については、施設部会又は社会的養護検討部会の決議をもっ

て審議会の決議とする。 

(1) 児童福祉法第３３条の１５第２項又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律第２７条の６第２項（学校教育法第２８条第２項に

おいて準用される幼稚園及び同法第８２条において準用される特別支援学校の幼

稚部を含む）に規定する意見の陳述に関する事項 

(2) 児童福祉法第３３条の１５第３項又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律第２７条の６第３項（学校教育法第２８条第２項に

おいて準用される幼稚園及び同法第８２条において準用される特別支援学校の幼

稚部を含む）に規定する説明、資料の提出その他必要な協力の求めに関する事項 

４ 部会の招集、開議及び議決については、第２条の２及び規則第１４７条の規定を  

準用する。 

 

（部会長の報告） 

第１０条 部会長は、部会に付託された事項について、適宜その審議の経過及び結果を

各分科会長に報告するものとする。 

 

（会議招集及び委員の欠席の通知） 

第１１条 審議会委員長、分科会長、部会長（以下「委員長等」という。）が、審議会、

分科会又は部会（以下「審議会等」という。）を招集するときは、あらかじめ議案を   

添えて審議会等の招集の日時及び場所を委員に通知しなければならない。 

２ 委員は、審議会等に出席することができない場合は、その旨を委員長等に通知しな

ければならない。 

 

（議事） 

第１２条 審議会等の議長は委員長等がなるものとする。 

２ 審議会等は、議長の宣告により開会又は閉会するものとする。 

３ 委員は、発言しようとする場合には、議長の指名を受けなければならない。 

 

（会議の記録） 

第１３条 議長は、審議会等の開催のつど書記をして次の各号に掲げる事項を記録した

議事録を作成させなければならない。 

一  審議会の開催の日時及び場所並びに開会及び閉会の時刻 

二  出席した委員の職及び氏名 

三  議事の件名及び審議の経過並びに表決の結果 

四  その他重要な事項 
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（幹事） 

第１４条 児童福祉専門分科会に幹事を置く。 

 

（書記） 

第１５条 審議会に書記若干名を置く。 

 

第１６条 この規程に定めるもののほか、審議会等の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 

 

  附 則 

この規程は、昭和３９年３月２８日から施行する。 

  附 則 

この規程は、昭和４０年６月８日から施行する。 

  附 則 

この規程は、昭和６１年２月２０日から施行する。 

  附 則 

この規程は、昭和６２年６月１７日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成３年１２月２４日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成６年７月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１４年１０月２９日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成１６年 ３月２４日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１７年 ３月１４日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１７年 ９月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１８年１０月２７日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１９年１２月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２０年 ５月１９日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２１年 ９月２４日から施行する。 

  附 則 
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この規程は、平成２４年 ４月 ６日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２６年 ９月 １日から施行する。ただし、第７条の施設部会のうち

「児童福祉法第３５条第６項の規定による知事の諮問事項の審議に関すること」は子ど

も・子育て支援法の施行の日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２８年１２月２０日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成３０年 ９月 ７日から施行する。 

  附 則 

この規程は、令和６年  ４月 １日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和８年  ７月 ２日から施行する。 

 


